
 

講義ノート7 

地方財政論入門第3章 





 地方分権⇒どのレベルの地方自治体の分権化？ 

     －市町村 

     －都道府県 

 

 伝統的連邦国家＝米国、カナダ⇒州レベル政府への分権化 

 

 日本の地方分権＝「第2層（Second tier) 分権」＝市町村レベ
ルへの権限委譲 

 

 基礎自治体としての市町村 

 



 公共サービスの受益の空間的範囲 

 

 規模の経済（固定費用）＝規模は大きいほど節約 

 

 混雑現象（コスト）＝公共サービス消費の競合性 

 

 地域の選好の異質性＝規模が大きいほど異質性大 

 

 地域間競争への効果＝地域数が多いほど活発化 

 

⇒要因間でトレード・オフ 



 

 
規模の測り方 決定要因 

面積 ・公共サービスの受益の空間的範囲 
参考：空間的範囲＞行政区域 
   ⇒地域間外部性  

人口 ・規模の経済vs混雑コスト 

・選好の異質性 

以下では人口規模に着目 



行政区域（境界線） 

公共施設 

（例：中核病院） 

公共施設からの 

受益の及ぶ範囲 

● 
利用 

受益は境界を越えて拡散 

＝スピルオーバー 

＝外部便益 

Perfect mapping 

＝受益の範囲と行政区の境界が一致  
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公共サービスX 

の限界便益 

＝限界外部便益 外部性に起因す 

る効率性ロス 

＝地域最適 ＝社会最適 

地域Aに帰 

着する便益 





 クラブ財＝排除可能性を伴う財貨、限定された会員（消費者）
のみが消費 

    例：プール、ゴルフ 
 
 クラブ財の供給問題 
    －供給水準の決定 
    －会員数の決定 
 
 自発的集団(Coalition)形成⇒クラブ数＝人口/一クラブ規
模 

 
 クラブ財としての「地方公共財」 ⇒地域住民＝クラブ会員 
 
 クラブ選択＝「足による投票」 
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サミュエルソン条件 
＝地域内資源配分の最適化 

最適人口（会員）規模 
＝地域間人口配分の最適化 



 クラブとしての自治体の「最適規模」 
 ⇒提供する公共財・サービスの供給費用構造に依存 

 
 クラブ財としての地方公共財 
  ＝消費者（地域住民）が増えると同じサービス水準（ｇ）を維
持するための費用が増加 

  ＝混雑現象（コスト） 
 例：警察・消防サービス 

 
 地域人口（会員）増の効果 
    －混雑コスト（＋） 
    －規模の経済（－） 

 
 規模の経済＝住民増による一人あたり費用負担の軽減 



 二つの最適化（効率化） 
 
  －地域内資源配分（地方公共財供給）の効率化 
    ⇒ MB=MC（サミュエルソン条件） 
  －地域間資源（人口）配分の効率化 
   ＝地方自治体（共同体）の最適規模 
   ⇒（住民一人当たり）平均費用を最小化 
 
 最適規模の決定要因＝規模の経済vs混雑コスト 
 ⇒人口増のトレードオフ 
 
 必ずしも二つの最適化（効率化）が同時に満たされるわけではない 
 ⇒公共サービス水準が効率的でも、自治体規模は効率的ではない
かもしれない。 
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最小費用 

会員数 ＝最適人口規模 

混雑コスト 

＞規模の経済 

混雑コスト 
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出所：林正義（フィナンシャルレビュー2002年2月号） 



出所：林正義「地方自治体の最小効率規模」 
    財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」February－２００２ 



出所： 
経済財政 

白書2010 



 理論上、最適規模は公共サービス（例：警察、教育、医療
等）別に決定 

 

 実証分析上、市町村が提供している現行の公共サービス
群を与件として、「人口一人当たり歳出」を最小化 

 

 最適規模は、市町村が担う支出責任の範囲に応じて変化 

 

 「最小コスト」が前提になっているわけではない。 



最適規模 

情報の非対称性 ↓ 

選好（ニーズ）の違い ↓ 

生産に係る規模の経済（＝固定費用） ↑ 

混雑現象（＝部分的競合性） ↓ 

受益の拡散 ↑ 

18 



 ［足による投票」は最適規模を実現するか？ 

 

 地域「内」資源配分≠地域「間」資源配分 

 

 地域「内」資源配分＝公共サービス供給の効率性⇒足による
投票による誘因づけ 

 

 地域「間」資源配分＝人口配分⇒公共サービス水準を一定と
すれば、個人は税負担の低い方に居住 

 

 税負担の軽減の誘因≠平均費用（税負担）の最小化 
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「足による投票」の均衡条件 地域間で効用水準が同一化 

 

 

地域（自治体）規模の効率条件 平均費用の最小化 

 

 
BBBAAA TnCnCT  //

nCCn /

 • 人口移動の外部性＝両地域で「平均」コストが変化⇒他の住民の
税負担に影響 

• 外部性分、均衡と効率がかい離 
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限界的人口移動による他の住民の税負担の変化合計 

外部性（便益・費用） 
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個人は地域ＢからＡへ移動 

⇒両地域に居住する他の住民の 
平均税負担は増加 
＝外部コスト 

地域Ａの平 

均税負担増 

地域Ｂの平 

均税負担増 





 理論モデル＝「単一」の公共サービス（例：教育）に着目 

  －最適人口規模＝当該サービス消費の最適消費者数 

  －Perfect mapping=当該サービスの受益の範囲 

 

 実際には地方自治体（都道府県・市町村）は複数（数多く）の公共
サービスを提供 

 

 各々のサービスごとに自治体（提供主体）を作ることは非効率 

 

 例外？：学校区（米国・カナダ） 
 

 最適規模＝複数の公共サービス群に対して決定 



 現行の都道府県・市町村制度の下での最適規模の実現 

 

 その1：市町村合併＝地方分権の受け皿としての財政基盤の
強化（平均コストの軽減） 

 その２：道州制＝都道府県レベルの合併 

 

 留意：公共サービス（例：介護保険）の割当（例：市町村）は与
件 

 

 その３：最適規模に即した公共サービスの割当 

 ⇒最適規模の大きい（小さい）公共サービスは都道府県レベ
ル（市町村レベル）に割当 



•出所：総務省資料 



 広域自治体改革を通じて国と地方双方の政府を再構築し、
新しい政府像の確立を目指す。 

 

 －広域自治体として都道府県に代えて道州を置く（全国を９
～13に区分） 

 －現行の都道府県事務は大幅に市町村に移譲 

 －国（地方支分部局）の事務を道州へ移譲 

 －国からの適切な税源移譲 

 －税源と財政需要に応じた「適切な財政調整制度」を検討 





 所定の支出責任（例：教育、医療・介護）に応じた自治体規模
の決定 

VS 

 所定の規模の応じた支出責任の配分 

 

 全ての地方自治体（市町村）に対して同等の分権化（権限・
責任）の移譲を行うべきか？行うことができるか？ 

 

 「西尾私案」（2002年11月地方制度調査会小委員会）＝「人
口が一定規模に至らない小規模自治体については「法令に
より基礎的自治体に義務づけられた事務のうち窓口サービス
等を処理することとし、他の事務は都道府県に処理を義務づ
ける」（事務配分特例方式） 




